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おわりに

はじめに

人口の高齢化は，わが国において，加速度的に進行しているo こうした人口

の高齢化にともなうさまざまな問題にどう対処していくかが，今日，重大な社

会的課題のーっとされている。

高齢化にともなう諸問題の中でも，前期高齢者 (65歳-74歳)の場合，生き

がいの創出，後期高齢者 (75歳以上)の場合，年金と保健・医療・福祉ケアが

とりわけ重視されている (1)。しかし，高齢化の進行が必然的に後期高齢者の増

加をもたらしていること，また，比率を増しつつある，家族の介助を期待する

ことのできない独居高齢者のかなりが後期高齢者であることを考えあわせるな

らば，とりわけ後期高齢者に典型的に現われている問題のひとつ，すなわち，

高齢による身体機能の低下のために援護を必要とする高齢者をいかにケアして
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いくべきか，という問題がもっとも重要な課題であると位置づけられるだろ

つ。

さらに，要援護者が社会の一員として他の人びとと差別されることなく処遇

されるべきであるという地域福祉論の基本的理念に依拠すれば，施設ケアと在

宅ケアに分類できる高齢者にたいするケアは，施設ケアの場合はこれまで高齢

者が維持してきた家族関係や社会関係を物理的に剥奪して，施設に収容保護す

ることになるため，在宅ケアが可能な限り望まれるだろう (2)。

このように，在宅ケアが高齢者自身の希望や地域福祉の理念，そして行政施

策 (1高齢者保健福祉推進十か年戦略J)などによりこれまで以上に希求されて

いるにもかかわらず，他方，家族形態の変化(核家族化)，都市化や都市的生活

様式の普及などによる地域の社会的紐帯の弛緩にともない，それらに根ざした

伝統的な高齢者介護機能が急激に低下してきている，という問題をはらんだ状

況にある。しかも，過疎化の進行や産業の停滞などに起因するさまざまな地域

状況の悪化がすすむ農業地域では，とりわけ深刻な状況に陥っているといわれ

ているo

そのため，こうした問題的状況を克服することが，高齢者の在宅ケアを推し

進める上でまず取り組むべき課題であると認識されるようになってきている。

そこで，本稿では，こうした状況の克服を課題とする地域ケアの展開について，

茨城県鹿島郡鉾田町を事例としてみていくことにしたい。

高齢者にたいする地域ケアの実情を明確に把握するために，本稿では，次の

ような分析視角を用いることにする。

まず，第 1の視角は，高齢者(とりわけ後期高齢者)が在宅生活をしていく

うえでかかえる，個人では解決不可能な諸問題(生活ニーズ)にたいする対応

の水準(いわば「充足度J)に着目することである。

通常，高齢者の生活ニーズは，生活充実活動と生活援助活動にかんするもの

に大別されている (3)。そのうち，前者は主として元気な高齢者を対象とする，

生きがいや自己実現など，第二次的生活欲求の充足に関連する活動であり，後

者は主として一人暮らしやねたきりの高齢者を対象とする， 日常生活の維持と
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いった，第一次的生活欲求の充足に関連する活動とされている。また，後者の

活動にかんするニーズは，医療・看護・介護・家庭生活の援助・施設サービス

が下位区分されている (4)。

こうした分類を用いてこれまでにもなされてきた，高齢者の生活ニーズ(必

要水準)の把握に加えて，さらに，対応する諸サービスの利用状況を比較する

ことにより，高齢者の諸生活ニーズにたいするサービスの完備水準(対応水準)

が明らかになるだろう。

第 2の視角は，高齢者の在宅ケアにいかなる組織(機関)や個人が携わって

いるのか，言い換えるならば，対応主体への着目である。保健・医療・福祉に

かんして，個人では解決が不可能な問題の対応主体として，通常，公共(行政)

と民間(私的)が分類されている。しかし，公共をさらに公 (governmentaI)

と共 (public)に区分することにより (5) とりわけ大きな役割を担いつつある

行政の関与状況や公・共・民間の聞の関係性が明確になるだろう。

第 3の視角は，行政を中心とする高齢者ケアへの対応にかんしてである。す

なわち，伝統的な高齢者介護機能の低下という状況の中で，行政はもっとも期

待されている対応主体であり，こうした行政が提唱する対応策の一つが，現在，

各県・各地でさかんに試みられている，新しい高齢者地域ケア・システムであ

る。

こうしたケア・システムが定着し，さらに普及していくかどうかは，とりわ

け，そのシステムの現状にたいする適応性に依拠しているにもかかわらず，ケ

ァ・システムの機能や組織にたいする分析はこれまで十分になされているとは

いいがたい。そこで，ケア・システムが保健・医療・福祉機能的に，①実際に，

家族や地域がもっていた伝統的高齢者介護機能の代替となりえているのか，ま

た，②医療介護を含む高齢者の多様でより高次の現代的ニーズに対応できるも

のであるかどうか，という点，さらに組織的に③いかなる担い手(人的資源)

により構成されているのかという成員的特徴，また④他の地域集団や既存の

地域福祉機能との関連性などといった組織間関係，という点に着目すること

で，その機能や構造が明確になるだろう。
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本稿の目的は，平地農業地域として平均的な福祉水準にあり，そうした意味

で，農業地域を代表しているといえる茨城県鹿島郡鉾田町を事例として，上記

の3つの分析視角に対応して設定した 3つの課題の解明をめざすことである。

すなわち，まず，鉾田町の概況と人口の高齢化の実態について，各種統計資料

や鉾田町の行なった「高齢者基礎調査」のデータを用いて概説し(1)，第 1の

課題として，鉾田町の高齢者が求める生活ニーズの充足状況を明らかにし (2

c1 ))，ついで第2の課題として，高齢者の生活ニーズにたいするさまざまな対

応主体の対応策を整理する (2(2 )-( 4))。前者については， I高齢者基礎調

査」のデータを利用し，後者については，鉾田町役場や社会福祉協議会でのヒ

アリングによって得られたデータを用いることにする (3(2))。さらに，第3

の課題として，行政を中心とした対応策の一事例として，地域の高齢者にたい

して導入されている「地域ケアシステム推進事業」の実態を明らかにする。そ

のさい，鉾田町諏訪地区でのヒアリングにより得られたデータを用いることに

する。

1. 鉾田町における高齢者の実情

(1) 鉾田町の概況

茨城県鹿島郡鉾田町は，県東南部の鹿行地域(鹿島郡・行方郡)の北部に位

置し，東は太平洋(鹿島灘)，南は北浦に面している。

現在の鉾田町は，町村合併促進法をうけて，まず昭和 30年 3月，旧鉾田町・

巴村・徳宿村・新宮村・秋津村が合併し，ついで周年8月に旧諏訪村の一部

(柏熊・安房)が加わったことで誕生している。また，行政的には，国や県の出

先機関が数多く存在する鹿行地域の中心である。

茨城県南部・東南部では，東京の近郊化・産業化・都市化が著しく進んでい

るが，鉾田町の場合，交通機関としては鹿島臨海鉄道・鹿島鉄道および国道 51

号棋が通っているものの，基幹線である JR常磐線および常磐自動車道・東関

東自動車道から遠く離れていることもあり，そうした地域変化は現在のところ
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第1表鉾田町の人口

年 1970 1975 1980 1985 1990 

総人口(人) 26.165 28，427 27，466 28，064 28，370 

産業別人 第一次
61.0 53.0 48.5 43.4 37.3 

第二次 9.7 13.5 15.0 18.1 21.3 

口:第三次 29.4 33.5 36.4 38.5 41.4 

資料:国勢調査.

注. 産業別人口は%.

現れていなL、。また，第 l表から明らかなように， ここ四半世紀，その人口に

大きな変化はなく，産業別人口においても，比率は低下傾向にあるとはいえ，

第一次産業人口は依然3分の l以上の比率をしめている。

鉾田町の産業は，工業化の著しい鹿島郡南部(鹿島町・神栖町)と対照的に

農業が中心で，北海道につぎ全国第 2位の農業生産県である茨城県内におい

て，専業農家率が最も高いばかりでなく，農業組生産額も常に第一位をしめる，

高度化された農業経営が展開されている。農業粗生産額の部門別比率を大まか

に示せば，野菜4割強，畜産 3害1)弱にたいして，米の比率は 1割以下であり，

野菜が主要部門として位置づけられている。具体的作物としては，メロン，み

つば， トマト，かんしょなどであるが，中でもメロン栽培は有名であり，隣村

の旭村のハウス面積とあわせると，県内面積の 3分の lをしめるほどである。

最後に，鉾田町を調査対象地として選択した理由を明らかにしたい。

それは，農業地域の高齢者ケアの一般的状況を把握するには，平地・中間農

業地域における平均的状況にある地域が代表性をもっと考えるに至ったためで

ある。

確かに高齢化にともなう社会問題は，山間農業地域に典型的に発生している

といえる。そのため，こうした特殊な事例を典型として扱うことは，今後の状

況の予測という点において，それなりに意味があるといえる。しかし，こうし

た事例においては，地域社会の解体というさらに深刻な地域特有の問題が同時

発生しているケースが多いため，特殊な事情が色濃く織り込まれた事例により
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一般化を行なうことは問題をはらむことになる。また，都市的地域の場合，産

業化や都市化などの影響が予想され，混住化などといった別の要因の影響のた

めに，農業地域に特有の高齢化にともなう問題を把握しにくくなる恐れがあ

るo これらの点を考慮すると，平地農業地域に分類され，農業が主産業である

だけでなく，鹿島郡北部の中では高水準にあるものの，全国的にみれば平均的

な福祉水準にあるといえる鉾田町が事例として最適であると考えられたからで

ある。

( 2) 高齢者数の変化

それでは，鉾田町における高齢者数の変化についてみていくことにしたい。

第 2表に示しているのは， 1975年から 1994年までの 65歳以上の高齢者の実数

および全人口にしめるその比率である。この表から，高齢者人口が年ごとに増

加しているとともに，全人口にしめるその比率も同時に上昇していることがわ

第 2表鉾回町の高齢者人口
(単位数値は人，カッコ内は%)

年

65歳以上人口

総人口

資料・「茨城県社会生活統計指標J.

第3表鉾田町の高齢者世帯数

1994 

4，955 
(17.0) 

29，210 

(単位世帯，カッコ内は%)

世帯数合計 65歳以上る世の帯親
族のい 高齢者夫婦世帯 高齢者単独世帯

1980 6，569 1，632 175 72 
(24.8) (2.7) (1.1) 

1985 6，889 2，302 210 139 
(33.4) (3.0) (2.0) 

1990 7，098 2，638 311 180 
(37.2) (4.4) (2.5) 

資料.各年度の「茨城県社会生活統計指標J.

注. 65歳以上の親族のいる世帯は，高齢者夫婦世帯は含まない.
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かる。具体的には， 高齢者数は， 1980年に全人口の 10%， さらに 1992年に

15%を越えており，すでに高齢社会に突入している。

このように，鉾田町において，高齢者は実数的にも比率的にも増加傾向にあ

るが，つぎに，こうした高齢者が現実に生活している状況についてみていくこ

とにしfこL、。

第 3表は，鉾田町における高齢者世帯数である。この表から， 65歳以上の高

齢者のいる世帯および高齢者単独世帯が年とともに増加してきているのがわか

る。高齢者がかかわっている世帯 (65歳以上の親族のいる世帯+高齢者夫婦世

帯+高齢者単独世帯)は， 1980年:28.6%， 1985年:38.4%， 1990年:44.1%と

上昇しており，鉾田町の半数近くの世帯が高齢者がいる世帯となっている。さ

第 4表鉾田町の一人暮らしの高齢者の日常生活

自分で:180人 (95.7)

3食:158人 (84.0)

自分で 175人 (93.0)

(単位カッコ内は%)

炊事

食事回数

掃除

入浴回数 毎日 : 147人 (78.2)，週に数回・ 32人(17.0)，月に数回 :9人 (4.8)

洗濯

買物

自分で:173人 (92.0)

自分で・ 162人 (86.1)

資料・「鉾田町老人保健福祉計画J(1994年).

第 5表鉾田町における養援護高齢者の実情
(単位 カ y コ内は高齢有全体に占める%)

在宅養援護高齢者 施設・病院への入居・入院者数

寝たきり(一日中) 38人 特別養護老人ホーム 58人(1.3)

寝たきり(車椅子移動) 22人 養護老人ホーム 2人 (0.1)

準寝たきり(外出時介助): 1人 老人保健施設 19人 (0.7)

生活自立 5人 病院・診療所 157人 (5.5)

痴呆性(要介護) 6人 (6カ月以上の入院) 十 (31人)(1.1) 

資料「鉾田町老人保健福祉計画J(1994年〕
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らに，全体における比率は少ないものの，高齢者夫婦世帯および高齢者単独世

帯の前年にたいする増加率は，新しい状況に直面する高齢者の今後の増加を示

唆する指標として注意しておく必要があろう。

さらに，何らかのケアの必要な高齢者についてのデータを示しておきたい。

まず，一人暮らしの高齢者の日常生活についてみてみよう(第 4表)。この表

から，鉾田町の単独世帯の高齢者の大半は，日常的活動を自分自身で行なって

おり，少なくともフィジカルなサポートの必要はないことがわかるoとはいえ，

4-8%の比率をしめる高齢者が炊事・掃除・洗濯なと、家庭内の‘活動について，

また約 14%の高齢者が移動を必要とする買い物について，周囲のサポートを

必要とする厳しい状況にあるといえる。つぎに第 5表で示しているのは，養

護・援護を必要とする高齢者について，施設・病院への入所・入院状況および

在宅養援護状況である。この表から，まず鉾田町における養援護高齢者が全高

齢者の約 l割をしめていること，またその約半数を病院への 6カ月以上の入院

者がしめていること，そして，残りの半数を在宅者と施設入所者がほぼ同じ比

率でしめていること，がわかるo すなわち，鉾田町においても， 75歳以上の後

期高齢者に関連づけられる状況があらわれてきているとみることができる。ま

た，在宅のねたきり高齢者(および痴呆性高齢者)を誰が介護しているかにつ

第 6表 鉾田町のねたきり・痴呆性高齢者の介護者の状況

(続柄) (年齢) (単位カヅコ内は%)

配偶者 14人 (26.4) 50歳未満 7人(13.2)

子 11人 (20.8) 50-64歳 29人 (54.7)

子の嫁 25人 (47.2) 65-74歳 15人 (28.3)

兄弟姉妹 1人(1.9) 75歳以上 2人(3.8) 

孫の嫁 l人(1.9) 合計 53人

その他 l人(1.9) 

合計 53人

資料「鉾田町老人保健福祉計画J(1994年).
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いて示したものが第 6表である。この表から明らかなように，介護者の約半数

は，続柄からみれば， I子の嫁」である。ついで，配偶者(約 4分の1)，そして

おそらく婿取り・婚出などの娘(女性)のケースが多いと考えられる「子J(約

5分の1)，が担っている。また，年齢的には， 50歳以上が大半をしめており，

高齢の同居家族による介護という，特定層に負担の重くのしかかる在宅介護の

実態がはっきり現れているといえよう O

以上，鉾田町における高齢者の実情について概観してきた。すなわち，鉾田

町は，農業を主たる産業とし，東京近郊化・都市化・産業化などといった地域

変動の大きな波にさらされず総人口数に変化がみられない中で，確実に高齢者

の比率が増加傾向にあること，さらに， これまで高齢者が経験してこなかった

生活状況 高齢者夫婦・独居高齢者 が生まれていること，そして，独居

高齢者のうち若干については，何らかの生活項目においてフィジカルなサポー

トを必要としていること，また，養援護高齢者は，病院への入院・施設への入

所・在宅のかたちでケアされ，とりわけ在宅の場合は特定の家族員の介護によ

ること，が明らかになったといえる。

2. 鉾田町における高齢者の生活問題・ニーズとその処理方法

(1) 高齢者の生活問題・ニーズ

第 7表介護が必要になったときの考え方(一般の高齢者)

家で家族を中心とした介護を受けたい

家で公的なサービスを中心とした介護を受けたい

家で民間のサービスを中心とした介護を受けたい

老人ホーム・老人保健施設・病院などに入りたい

不明

合計

資料 :f鉾田町老人保健福祉計画J(1994年).

(単位%)

82.0 

7.9 

0 

4.5 

5.6 

100 
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第8表各サービスの希望状況(複数回答)
(単位:%) 

ねたきり老人 痴呆性老人 虚弱老人 独居老人 一般高齢者

看 訪問看護 2.1 。 。 3.1 3.4 

護 保健婦等の訪問指導 17.0 16.7 。 10目l 12.4 

介 ホームヘルノぐー 8.5 16.7 。 25.5 4.5 

護 介護機器の貸与等 23.4 16.7 。 6.4 4.5 

庭生家活援助

訪問入浴サービス 53.2 16.7 。 2.7 。
訪問給食サービス 2.1 。 。 11.7 1.1 

の 緊急通報装置 。 。 。 26.0 4.5 

施 ショー卜スティ 17目。 。 。 4.3 3目4
設

デyイサービス 21.2 。 。 3.7 3.4 サ

デPイケア 4.3 。 。 0.5 。
ビ
ス |機能訓練 4.3 。 83.3 2.7 。
資料 :1鉾田町老人保健福祉計画J(1994年).

鉾田町の高齢者は， 1に示したように，実数的にも比率的にも増加の傾向に

あるのみならず，さらに，従来あまり見られなかった新たな生活状況に直面す

る人の数も増えてきている。 2では(1)で，こうした鉾田町の高齢者が，日常

生活をおくるうえで，個人では解決不可能などのような生活問題(生活ニーズ)

をかかえているのか，ついで (2)-(4)で，そうした生活ニーズを誰がどの

ように対応しているのか，についてみていくことにしたい(なお，テーマとの

関係で， ここでは生活問題は保健・医療・福祉の領域にしぼることにする)。

まず議論の前提として，一般高齢者の在宅介護の志向性について明らかにし

ておきたい。第 7表は，鉾田町の一般の高齢者が介護が必要になったときに希

望する形態について尋ねた質問であるが，在宅ケアの希望(在宅家族ケア+在

宅公的サービス)が約 9害!と圧倒的に多い一方，施設でのケアの希望は 4.5%と

非常に少なし在宅ケアへのはっきりした志向性が現われている O つまり，鉾

田町の高齢者にとって，理想的ケアとは，在宅しかも家族を中心にした伝統的

ケアであるということができるだろう。
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第8表は，医療をのぞいたさまざまなサービスにたいする，そうした鉾田町

の高齢者のニーズを示したものである。高齢者の生活ニーズは，生活充実活動

と生活援助活動にかんするものに分類されているが，ここで尋ねているもの

は，そのうちの後者の活動じかんするニーズのうち，看護・介護・家庭生活の

援助・施設サービスである。

ねたきり高齢者のばあい，当然ではあるが，ほぼいずれのサービスにおいて

も他の高齢者よりも高いニーズを示しており(合計で 153.1%=一人平均約1.5

のニーズ).日常生活をおくるうえで，個人では解決できない生活問題を多くか

かえている状況をうかがわせる。具体的サービスについては，家庭介護にたい

する何らかのかたちのサポート(訪問入浴サービス・施設サービス)のニーズ

が高L、。つぎにニーズの合計が高い独居の高齢者についてであるが(合計で

96.7%=一人平均約 1つのニーズ)， 10%を越える項目として，緊急通報装置・

ホームヘルパー・訪問給食サービス・保健婦などの訪問指導があげられ， こう

したサービスはその本来的サービス内容に加えて，コミュニケーションにかか

わるサービスともいえ，そうしたニーズが高いとみることもできょう(そのた

め，生活充実活動にかんするニーズも兼ねるものと理解することもできるだろ

う)。さらに，ニーズの合計のもっとも低い一般高齢者(合計で 37.2%=3人に

平均約一つのニーズ)についてみるならば，全体的にニーズが低いなかで保

健・看護のニーズ(訪問介護・保健婦などの訪問指導)が割合的には高く，病

気予防，あるいは何らかのかたちでのコミュニケーション(おそらく，生活充

実活動にかんするニーズも兼ねるだろう)へのニーズが存在することがわか

る。

さらに，各サービスにたいする利用状況(制度の充実により各サービスの利

用が可能になるため，利用状況を各サービスの制度の充実の指標とすることが

できょう)と希望状況(サービスへの期待を示す指標となる)とを同時に示す

ことで，各ニーズの充足状況を明らかにすることができるだろう(第 9表)。こ

の表から，ねたきり高齢者のばあい，他の高齢者に比べるならば生活ニーズの

充足度は比較的高いものの， しかし，それ以上に高い生活問題をかかえている
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第 9表 各サービスにたいする期待と利用の水準

ねたきり老人 痴呆性老人 虚弱老人 独居老人 一般高齢者

看 護(利用) 17.0 。 。 4目3 2.2 

(期待) 19.1 16.7 。 13.2 15.8 

(差) 2.1 -16.7 。 -8.9 13.6 

介 護(利用) 61. 7 。 。 10.6 5.6 

(期待) 31.9 33.4 。 31.9 9.0 

(差) 29.8 33.4 。 -21.3 3.4 

家庭生活(利用) 。 。 。 10.6 。
の援助 (期待) 55.3 16.7 。 40.4 5.6 

(差) -55.3 一16.7 。 -29.8 -5.6 

施設サー(利用) 4.2 33.3 100 3.2 1.1 

ピス (期待) 46.8 。 83.3 11.2 6.8 

(差) 42.6 33.3 16.7 8.0 -5.7 

メE泊3、 計(利用) 82目9 33.3 100 28.7 8.9 

(期待〕 153.1 66.8 83.3 96.7 37.2 

(差) 一70.2 -33.5 16.7 -68.0 28.3 

注(1) 期待は各サービスの希望状況・利用は利用状況の数値(%).

差は，利用一期待により算出したもの.

(2) 数値は「鉾田町老人保健福祉計画J(1994年)のものを利用.

ため，強い不足状態にあるといえるだろう o 具体的サービスにかんして，看

護・介護は一ーその程度はともかくとして一一期待どおり・あるいは必要以

上にニーズが充実している状況にあるといえるが，強く必要とされている家庭

生活の援助・施設サービスにかんするニーズの充足は，まったく期待水準に追

いつかない状況にあるといえるだろう。また，独居高齢者のばあいは，生活

ニーズに対する充足が非常に低いことにより，ねたきり高齢者にほぼ匹敵する

程度の不十分な水準にあるといえよう。具体的にみると，とりわけ必要度の高

い家庭生活の援助や介護にたいするニーズの充足の低いことが不足状態の原因

になっている。さらに，一般高齢者のばあいも，生・活ニーズおよびそれにたい

する充足度(利用)がともにもっとも低い水準にあるものの，やはり相対的に

不十分な状況にあるといえるだろう。具体的には，看護(保健とともにコミュ

ニケーションにかんするニーズも兼ねると考えられる)のニーズが他のニーズ
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に比べ相対的に高いことと，それにたいする充足度が低いことに特徴があると

いえるだろう。

以上，簡単にまとめよう。まず明らかなのは，鉾田町の高齢者が在宅ケアを

強く志向していることである。そして，生活問題にかんして，現状において，

もっともニーズが高いのがねたきりの高齢者である。ある程度のニーズの充足

がはかられているものの，さらなる完備が求められるほどニーズが高いといえ

る。独居高齢者のばあい，全般的に制度によるサービスの網にかかりにくい状

況が特徴的であり，また，一般の高齢者のばあいも，生活援助活動へのニーズ

はそれほど高くないものの，やはり相対的に充足されない状況にあるといえ

る。また，サービス内容にかんしては，ねたきり・独居のばあいはとりわけ生

活援助にたいして，また，独居・一般高齢者のばあい， コミュニケーションに

かんするニーズの高いことから推測して，生活充実にたいするニーズの高さが

うかがえる。

(2 )行政

ここまで，鉾田町の高齢者のかかえる，個人では解決不可能な生活問題

(ニーズ)についてみてきた。つぎに，こうした問題の解決・解消にいかなる組

織(機関)や個人が携わっているのか，について明らかにしていくことにした

L 、。

ここでは，高齢者の生活援助ニーズ・生活充実ニーズにたいする対応主体

を，公(行政)，共(社会福祉協議会)，民間に区別することで，それぞれの役

割内容や三者間の関連性をより明確に把握をしていくことにしたい。

(茨城県)

高齢者の生活問題への対応主体としての公(行政)について，まず国の施策

について概略しておこう。 1986年，厚生省は「高齢者対策企画本部報告」を発

表している O それをうけて周年「長寿社会対策大綱」が閣議決定されたのであ

るが，この報告において， 11995年を目途とした公的年金制度の一元化，年金支

給開始年齢の検討，在宅サービスの充実と市町村におけるサービス実施体制の
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一元化，老人保健施設の制度化……，厚生省組織の再編成，介護マンパワーの

養成……，シルパーサービスの健全育成」などが提言されている川。ついで.

1988年に， 1長寿・福祉社会を実現するための施策の基本的考え方と目標につ

いてJCI福祉ビジョンJ)が厚生省・労働省から国会に提出され， さらに 1991

年，こうした方策を推進するため， 1高齢者保健福祉推進十か年戦略」が策定さ

れている。

つぎに県について，その施策から基本的姿勢をさぐることにしたい。

首都圏北部に位置する茨城県は，東京の郊外化により人口が急増する一方

で，その高齢化も着実に進んできている。すなわち，人口にしめる 65歳以上の

高齢者の比率は，全国的には下位にあるとはいえ， 1980年:9.3%， 1985年:

10.2%， 1990年:11.8%，そして 1992年:13.1%とその比率を高めている。こう

した状況にたいする県の対応を， その長期総合計画 cr新茨城県民福祉基本計

画J(1986-1990年))にみるかぎり，まず，保健・医療・福祉にかんする施策

の位置づけについては一一掲載順をシンボリックにとらえるならば一一，産業

振興・生活文化環境の創造のつぎであること，さらに，保健・医療・福祉(民

生)における高齢者福祉にかんする施策とその位置づけについては，全7項目

中，高齢者福祉を含む「社会福祉の推進J(生活援助活動)が保健・医療につい

で3番目に， 1高齢者の生きがい対策の推進J(生活充実活動)が 4番目に提示

されていることから， 1980年代中ごろにおける県(行政〉の取り組むべき課題

としての民生ニーズへの対応，そして高齢者の生活ニーズへの対応は， もっと

も重要な位置づけではなかったとみることができょう。

また，高齢者福祉にかんする具体的施策にかんしては，在宅ケアを中心とす

ること(ホームヘルパ一派遣事業およびデイ・サービス事業)，在宅ケアが不可

能なケースに対応して施設ケア(特別養護老人ホームの整備事業)を推進する

ことが示されているo

しかし， 1990年代にはいると， r茨城県民福祉基本計画J(1991-1995年)に

みると，国の施策を反映するかたちで，民生全体への対応，なかでも高齢者福

祉ニーズへの行政の対応を第ーの課題とし位置づけに変更がみられる。すなわ
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ち，基本計画の掲載順において①民生，②生活環境，③文化環境，④産業振

興，という位置づけになるとともに，保健・医療・福祉(民生)における高齢

者福祉にかんする施策の位置づけとしては， r高齢化社会対策の推進J(生活援

助活動・生活充実活動)が 1番目に提示されている。

具体的施策としては，生活充実活動にかんして，その制度的基盤にたいする

「高齢化社会対策の充実強化J(茨城わくわく財団の育成強化・高齢化社会の住

みよいまちづくり整備事業・茨城県高齢者総合相談センターの充実強化・茨城

県高齢化社会対策等の基金の充実)および具体的事業として「高齢者の生きが

いづくりと社会参加の促進J(高齢者の生きがいと健康づくり推進事業・総合

情報誌の発行・ふれあいの場の整備・高齢者実態調査・高齢者と子供のふれあ

い事業)が示され，生活援助活動にかんして， r要援護老人の福祉の推進J(高

齢者地域ケアシステム推進事業・在宅三本柱[ホームヘルプ・デイサービス・

ショートステイトひとり暮らし老人緊急通報システム・特別養護老人ホーム

整備事業)が示されているo

以上，高齢者の生活ニーズへの対応者としての茨城県は，国の施策にしたが

うかたちで，高齢者福祉をしだいに重視してきているということができょう。

具体的には，在宅ケアを中心とし，施設ケアを補完的に位置づけるという施策

であるといえよう。

(鉾田町)

さらに，鉾田町についてみてみたい。鉾田町が策定した「第3次鉾田町総合

計画J(1994年-2003年)にみるかぎり，保健・医療・福祉にかんする施策は，

基本計画のなかで環境整備についで 2番目に， r健やかで、心のふれあうまち」と

いう表題のもと示されている。また，そのうち高齢者福祉にかんする施策は，

保健・医療を扱う第 1節につぐ第 2節(全7項目)で提示されている。

具体的施策としては，地域福祉にかんする項目のなかに含まれているのであ

るが，高齢者福祉を主な対象とするものとして，まず「地域福祉推進体制の整

備」があげられている。その内容としては，①地域ケアシステムの整備，②福

祉と保健・医療など関連分野との連携，③情報の提供と相談体制の充実，があ
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げられている。そのうち. r地域ケアシステム」の整備については， これまで

「高齢者地域ケアシステム」として 1992年より整備がはかられてきたものであ

るが，障害者の地域ケアも事業内容に含めることを目的に. 1994年度から名称

が変更されている。

また，高齢者福祉にかんする項目において，現状についてミニ・シルバ一人

材センターの設置・ホームヘルパーの派遣・日常生活用具の給付・福祉電話の

貸与・安否確認などのサービスの実施についてふれたうえで， こうした生活援

助活動をボランティアの応援をえながらさらに在宅福祉システムとして充実さ

せていくこと，加えて生活充実活動の支援がうたわれている。また， こうした

方向をさらに推進する計画として，老人福祉計画(ゴールドプラン)が位置づ

けられている。

具体的施策としては，①総合的な高齢者福祉施策の推進，②生きがい対策の

第 10表 鉾田町の高齢者福祉関係の予算の財源比率
(単位%)

予算費目 財源名 1993年度 1994年度

老人福祉費 国・県 27.4 26.8 
その他 38.2 0.4 

一般財源 34.4 72.8 

老人保護措置費 1 国・県 56.1 69.5 

その他 8.7 6.3 

一般財源 35.3 24.2 

老人福祉施設費 国・県 48.6 。
地方債 14.2 。
その他 10.3 36.1 

一般財源 26.9 63.9 

老人医療費 国・県 0.6 0.6 

一般財源 99.4 99.4 

費目合計 国・県 39.5 42.6 

地方債 2.7 。
その他 10.3 5.8 

l一般財源 47.5 51.6 

資料.鉾田町予算書.
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推進，③健康づくりの推進，④在宅福祉サービスの充実，⑤福祉施設の充実が

あげられている。

さらに，行政三者(国・県・町)の関係について簡単に整理しておくことに

したい。高齢者福祉は， タテ割り行政的な関係が非常に強い領域であると従来

指摘されてきたが，こうした点にかんして，第 10表において，ある部分裏づけ

ることができょう。すなわち，鉾田町の高齢者福祉事業を基盤づける予算の財

源の約 4割が国・県の補助金によってしめられているからである。「総合計画」

で示した鉾田町が実施/計画中の諸事業は，実は，こうした国・県による補助金

に依拠して維持されているといえるのである。そのため，市町村は国の福祉政

策の最前線の窓口と位置づけることができるかも知れない。

第 11表各市町村の高齢者福祉水準

1980 1985 1990 1993 

鉾 決算比率 3.6 1.8 2.3 2.4 
田
町 高齢者一人 49，567 26，421 34，027 47，960 

水戸市
決算比率 4.3 3.2 3.9 3.6 

高齢者一人 76，289 66，380 98，326 89，929 

浦市土
決算比率 2.5 2.1 2.9 3.5 

高齢者一人 51，404 52，424 68，856 85，539 

石岡市
決算比率 2.9 2.6 3.3 3.8 

高齢者一人 54，316 50，849 72，135 83，653 

鹿島町
決算比率 1.92 1.4 1.9 I目8

高齢者一人 69，739 54.172 61，448 74，805 

大洋村
決算比率 0.5 1.8 3.4 6目3

高齢者一人 8，232 27.171 59，725 132，097 

資料:I茨城県社会生活統計指標J.
注. 決算比率は，市町村の予算の総決算額にしめる高齢者福

祉費のしめる比率(%)をさし，高齢者一人は，高齢者福

祉費をその対象である高齢者数で割った，高齢者一人あた

りの額(円)をさす.
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しかし，市町村はタテ割り行政の末端としての位置づけにとどまるものでは

なL、。すなわち，市町村における高齢者にかんする状況あるいは行政担当者の

取り組み次第によって，諸補助金の獲得や市町村予算における高齢者福祉費の

獲得など，そこに一種の「独自性J，裁量権」を認めることができるからである

(，行政窓口の二重性J)。第 11表は，茨城県の各市町村における市町村予算にし

める高齢者福祉比率およびその金額を高齢者数で割った高齢者一人あたり額を

示しているが， この表において明らかなように，市町村の状況などにより，高

齢者福祉の(費用的)水準は大きく異なっているのである(もっとも，鉾田町

の水準は高いものとはいえないが)。

また，行政(国・県・町)との関連において地域福祉における「地域J概念

についてふれるならば，国の福祉政策において市町村がその最前線的位置づけ

にあること，同時に市町村が一定範囲の政策的・財政的独自性も有することか

ら，こと福祉領域においては， ，地域」とは本質的には市町村をさすということ

ができる。

なお，鉾田町の具体的施策については 3において論じることにしたい。

(3) 鉾田町の社会福祉協議会

社会福祉協議会(以下「社協」と略述する)は，従来，公共(行政)機関と

して，場合によっては，民間の問題解決主体として論じられてきたが，ここで

第 12表鉾田町社会福祉協議会の概要

ぷ員込 会員 一(町般内会企員業法(一人般)住民)・特別会員 (町内有志) ・団体会員

財
会費 一0般00会0円員)(1000円)・特別会員 (5000円)・団体会員

c1 
源 収入に占める自主財源 会費(13.89%)・共同募金 (8.99%)

組
役員 会務)長・常(町務長理)事・副(町会役長場福(町祉議課A参議事長)・民生委員協議会総

織 職員 10人(うち専任職員3人)

資料:茨城県社会福祉協議会職員連絡協議会『茨城県郡市町村社会福祉協議会概要」

(1993年)
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は共 (public) として分類したうえで，公および民間との関連性について具体

的項目において明らかにしていくことにしたい。

1951年の都道府県社協の設立が，市町村社協誕生に結びついたことから明ら

かなように，市町村社協と県社協との結びつきは非常に強いものである。また，

社協は自主財源の比率が非常に低く(第 12表)，その財源のかなりの部分が行

政からの補助金に依存しているように，行政とのつながりの強い組織といえ

る。

このように，茨城県社協および各市町村社協は，行政からの補助金を主たる

財政基盤として事業を推進しているが，その主なものは，①社会奉仕活動育成

事業，②学童・生徒のボランティア活動普及事業，③福祉ボランティアの町づ

くり事業，④地域福祉総合推進事業， である。やや詳しく説明すると，①は

1975年より市町村社協単位で実施された社会奉仕活動の育成・援助事業であ

り，②は 1978年より国庫補助事業として，市町村社協単位で推進されている，

福祉教育の一環としてボランティア活動の浸透をはかる事業である。③は，

1985年より，ボランティア活動の基盤整備の集大成としてスター卜した事業で

ある。具体的事業としては， (1)市民啓発推進事業， (2)養成研修事業， (3) 

(ボランティアグループの)登録斡旋事業， (4) (ボランティアの)活動基盤づ

くり事業である。④は 1991年より，モデル地区が設定され実施されている。

鉾田町社会福祉協議会(1985年法人認可)の活動は，重点事業として，福祉

の町づくりのためのネットワークの強化・地域福祉事業の推進・ボランティア

活動の強化・財政基盤の強化・老人福祉センター運営推進があり，補助事業と

して，ボランティア活動推進員設置事業・地域福祉活動推進費補助事業・社会

を明るくする運動・凧揚大会があり，受託事業として老人福祉センター管理運

営事業・地域ケアシステム推進事業・給食サービス事業がある。

重点事業および補助事業の大半は，県社協の事業と関連するものであり，受

託事業も行政(鉾田町)からの受託である。いし、かえれば，市町村社協は「上

からの計画に従わなければ補助金が下りなL、J(社協職員)ため，運営できない

というのが実情である。鉾田町社協の事業のうち，とりわけ高齢者ケアに関連
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するものは，いずれも鉾田町からの受託事業である，老人福祉施設(ともえ荘)

の運営(1994年より社協事務局はともえ荘内に移転している)および地域ケア

システム推進事業である(後者については 3で詳述する)。

しかし，表からも明らかなように，鉾田町社協は人的(職員レベル)には行

政に依存しておらず. i行政と個々の住民の間J(行政担当者)に介在するマン

パワー的存在として位置づけられているといえる。

(4 ) 民間(ボランティアによる高齢者ケア・サービスおよび有料の民間高

齢者ケア施設・サービス)

(ボランティアサービス型)

つぎに，鉾田町における民間の高齢者ケアの担い手についてみていくことに

したい。民間の活動は，ボランティア(奉仕)サービス型と有料サービス型に

大別することができる。具体的には，前者の場合は非専門家あるいは専門家に

よるボランティアサービス，後者の場合は，専門家による専門的有料サービス，

ととらえることができる。

まず前者についてみていくことにしたい。社協の行なっている事業の一つ，

福祉ボランティアの町づくり事業(具体的事業としては，市民啓発推進事業，

養成研修事業，ボランティアグループの登録斡旋事業，ボランティアの活動基

盤づくり事業)に関連して，鉾田町のボランティアグループは鉾田町社協に登

録されている。こうした登録により，ボランティアクソレープは社協をとおして

助成金を受けることができる(個々のグループに社協から年額 20万円の活動

費，県のボランティア基金より 4万-5万円の補助金)。また，社協に登録して

いるグループは，さらにボランティア連絡会を結成している。連絡会の活動内

容は，年3回の勉強会であり，社協が育成している他の団体と合同会というか

たちで開催されている。

これらの点から，鉾田町におけるボランティア型の民間サービスは，社協の

指導のもとに活動を展開しているとみることができるが，こうしたボランティ

アクツレープの具体的活動については第 13表に示しているとおりである。鉾田
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第 13表鉾田町のボランティア・グループ

グループ名 設年次立 会数員 活 動 内 勾廿う

婦人会連絡協議会 1950 8・

き議灰同支=部旧主村長ごク要とラbにス;支よS部り編がE成あ懇り，5親0人の役謂員が穀いる豊制空地会 連絡協議会は

連食生絡協活議改会善推進員 59 ①事で減⑤③塩6食「5が普歳ん及以予運上防動ののに一よ1人2 る暮ヶ成条ら人」し病給の予食啓防サ発~， ②ビ④家ス私庭達のの団健ら康んはと私楽達しのい手食

青山保育園保母 69* 施設慰問 ‘会員数には父兄を含む

愛点子 5 図書の点訳など

直星会 20 施設慰問など

舞踏クラブ 12 周辺町村にある施設の慰問など

あすなろ会 4 ①社協行事への参加，②地区の一人暮らしへの給食サ ピス

みやび会 1988 10 ①ス独居創開老催人への給食サービンス手，伝②い特)養老会人員ホーム (慰人問・クリス
7 ・7 トラクショ 二男性 9A，女性 I人

踏借宿部老人クラブ舞 1990 15 ①Z三老人施設慰問，②ボランティア活動への参加，③寺住職と語る

二味線岡里会 1990 5 
①人力演⑤女芸性独奉=居仕4高，人齢②者施へ設の慰給問食，サ③ー社ビ協ス行時事のへ余の興参な加ど④敬会老員会二へ男の性協1 

串挽保メ~三育園ひまわ 10 ①で高施齢設者開放とふ，れ②あ広い場，で④紙町芝の居清・掃絵本朗読， ③敬老会・運動会なと
りの

手り話葉サークノレゆず 1988 10 ①事，障④害障者害行者事施の設手な伝といの，見②学手話講習会③障害者とのふれあい行

同友会 20 ①保育交園通行安事全へ教の室参の加実施， ②道路の清掃・整備， ③社会福祉施設・

とりのす保育園 8・ ①.保老母人ホーム慰問，②バザー実施，③高齢者の運動会への紹待

町ン連レ盟クリエーシヨ 9 ①社協行事などへの参加・協力

民協婦人部 1979 18 ①高齢者施設ドな訪問ど， 同②協収力独居④⑥高各研齢種修者への歳末訪問，活③動使用協済みテレ
フォンカー の ボランテ開ィア への力・参
加，⑤社協行事への 会などの催

更生保護婦人会 1972 15 ①ミニ募集金会活開動催it②⑤施社設協慰行問事，へ③の寝協た力きり高齢者への年末慰問， ④ 

サルビア会 1991 10 ①②公中民央館公事民業館へをの基協盤力と，し③た地行域事公P共R，施④設の花環と境緑美の化県運民動運動の展へ開の，協

鉾田両校生会 1987 28 ①問，社③協独行居事高参齢加者(へサのマ年ー賀キ状ャ送ン付プ・クリスマス)， ②福祉施設慰

ほこたハイキング 25 ①早朝ハイキング，②県内外のハイキング，③環境美化運動
クラプ

っくしの会 12 ①朗読ボランティア

鉾凶町連合青年団 43 ①事の施手設伝慰い問，会②員他=団平体均の2活4歳動協力， ③行事主催， ④養護学校行

ねむの木 10 ①青少年育成，②ふれあいハイキング

注. グループ以外に伺人ボランティアが 50人いる.
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町社協に登録されているボランティアグループは 23あるo その大半のグルー

プが何らかのかたちで高齢者にたいするサービスにかかわっているが， この表

から明らかなように，その活動の圧倒的多数は福祉施設慰問や社協活動協力な

どといった生活充実サービスのうちの一部の特定のサービスである。一方，生

活援助サービスは，それほど高い専門性が要求されない給食サービスのみであ

る。こうしたことから，鉾田町においては，ボランティア活動は非専門家によ

る生活充実サービス，とりわけ慰問・娯楽サービスに限定されているとみるこ

とができょう。

この点に関連して，専門家による生活援助サービスにかんするボランティア

第 14表各市町村の医療従事者数

(単位.人)

医師 歯科医師 看護婦・準看護婦 保健婦 保健婦(市町村)

鉾田町 20 11 75 8 5 

水戸市 495 154 1，826 45 20 

土浦市 221 80 803 21 9 

石岡市 54 29 177 15 8 

鹿島町 40 21 198 4 6 

大洋村 l 。 2 2 

資料 :1いばらきの福祉マップJ(1991年)，

第 15表各市町村の医療機関数

病院総数 (総合病院) (老人病院) 一般診療所

鉾田町 5 (0) (0) 11 

水戸市 34 (4) (1) 179 

土浦市 13 (2) 。 90 

石岡市 9 。 。 27 

鹿島町 5 (0) (0) 20 

大洋村 。 (0) (0) 2 

資料:1いばらきの福祉マップJ(1991年).
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の可能性について基礎的データからふれてみることにしたい。第 14表は，市町

村別の医療専門家の数を示したものであり，第 15表はボランティアの中心施

設となる可能性のある医療機関を示したものである。鉾田町と比較するなら

ば，土浦市において活発に展開されている専門家による専門的ボランティア

は，中心的担い手の献身的努力を無視することはできないものの，潜在的医療

関係者数および中心的医療機関数の相違からも説明可能であるようにおもえ

る。

しかし，さらに大規模都市になると，多機能型専門施設の立地が可能になり，

それぞれの専門施設内で完結的(一施設内で完全なケアが可能)にサービスが

実施されることになる。すなわち，医療関係者の一定数の存在が，高齢者医療

という特定イッシューに関心を持つ人びとの結合を可能にし，そうした特定の

関心・専門をもっ人々が結ひeついていくうえで， (機関外の人的資源を必要と

する開放型の)中心的医療機関の存在がその結合の制度的基盤として機能する

可能性があるとみることができょう O

(有料サービス型)

民間ケア施設・サービスのなかに，高齢者保健を専門とする有料サービス

(病院・医院)を含めてよいだろう。しかしながら，こうした領域における有料

サービスを完全な市場型とみることはできないだろう。というのも，高齢者に

たいする保健施設の設立は，多くの場合，国庫補助や社会福祉・医療事業団な

どの融資に大きく依拠していること，また，サービスの受給者に代わり，行政

が老人保健施設療養費相当分を直接に保健施設に支払っていることなどから，

施設の運営において行政の関与・介在が大きなウエイトをしめているためであ

る。

ところで，在宅ケアにかんして，鉾田町および鉾田町に関連のある施設は，

現在 3つある。そのうちの 2つが，東湖会クソレープ(鉾田病院)の特養施設(東

湖園)と老人保健施設(春の場所)である。東湖園には，ディサービス・在宅

介護支援センターがあり，町(行政)の公共福祉サービスはその空きベッドを

ショートスティに利用している(しかし，空きがないことが多しつ。小川町の特
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養施設百里サンハウスは，鉾田町の鬼沢医院の経営であり，地理的にも鉾田町

に近いため，鉾田町の高齢者の利用が多い施設である。ここは，ショートス

ティのベッドが 12床あり，町(行政)の公共福祉サービスがしばしば利用して

いる。

以上，鉾田町のねたきり高齢者・独居高齢者・一般の高齢者の生活援助ニー

ズ・生活充実ニーズ、への対応主体として，行政(公共の「公J)・社会福祉協議

会(公共の「共J)・民間(ボランティアサービス型・有料サービス型)に区別

して論じた。すなわち，行政にかんしては，ナショナル・レベソレの関心の高ま

りに対応した，高齢者ケア(とりわけ，生活援助活動)にたいする国の施策が

先導的位置にあるとみることができょう。茨城県および鉾田町の対応は，財政

的な理由もあり，追随的である。とりわけ鉾田町については，高齢者の生活援

助ニーズが主要な地域問題であるという認識は，従来，強くなかったとみるこ

とができょう O そうしたこともあり，高齢者福祉にかんする町の予算比率は高

いものではなかった。しかし，国・県の施策 (i老人保健福祉計画」および「地

域ケアシステムJ)をうけて，高齢福祉にたいする対応が生活充実活動から生活

援助活動へ移行しつつあるといえよう。

社協は，その設立経緯および財政的・人的関係において，行政の下請け的位

置づけにあるといえるかもしれない。高齢者福祉にかんしては，生活充実活動

が中心であり，いうならば行政とボランティアのつなぎ目の役割を担っている

といえる。しかし，行政の対応の中心が生活援助活動に移行するにつれて，社

協がその実際の担い手となりつつあるといえる。そうした意味において，鉾田

町社協事務局の老人福祉施設への移転は象徴的で、あるが，専門的人材の確保・

育成が急務であるといえる。

民間サービスにかんして，鉾田町のボランティア・サービス型の場合，社協

を媒介として行政にむすび、ついている点に特徴がある。機能的には，非専門家

による生活充実活動，そのうちでも特定のサービスが中心で、あり，今後増加が

予想される後期高齢者の生活援助ニーズに対応できる，行政の期待する援助ボ
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ランティア (1地域ケアシステム」の担い手として期待される活動)という性格

のものではない。それは，鉾田町の場合，医療・福祉の専門家の絶対数の不足

のため，専門家によるボランティアの誕生の動きがみられないことによる。有

料サービス型の場合も，さまざまなかたちで行政と関連をもっている。鉾田町

の場合，老人福祉施設を用いたディサービスがある。しかし，ベッド数などの

制約のため利用がつねに可能というわけではない。

このように，鉾田町の高齢者福祉は行政中心型であるといえよう。具体的に

は，財源的には行政，人的・活動的には社協が中心になっているということが

できる。また，サービス内容としては，生-活充実活動が中心であり，生活援助

活動にかんしては，民間有料サービスが中心であるといえよう o

3. 鉾田町の具体的施策(高齢者の生活問題・ニーズとその処理方法)

2でみた通り，鉾田町における高齢者の生活援助サービスは，行政中心かっ

民間有料サービス型である。そこで， こうした状況にある鉾田町が推進してい

る高齢者福祉施策(高齢者の生活援助ニーズに対応するサービス)について詳

細にみていくことにしたい。すなわち，鉾田町の主要な行政施策である， 1鉾田

町老人保健福祉計画」および「地域ケアシステム」について詳述することにし

fこL、。

(1) 高齢者保健福祉推進十か年戦略

「高齢者保健福祉推進十か年戦略J(1ゴールドプランJ，1990年-1999年)策

定の経緯はすでに述べているとおりであるが， この戦略は，在宅福祉計画を最

重点課題とした，高齢者福祉にかんする諸サービス水準の達成目標値を明示し

た国の策定した施策であるということができる。 1990年，このゴールドプラン

策定に関連して老人福祉法が改正されたが，①「居宅生活支援事業」として在

宅福祉サービスの法的位置づけ，②在宅福祉を基本とした在宅・施設福祉の市

町村による一元的実施・運営，③市町村・都道府県にたいする「老人保健福祉
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第 16表週間サービスの提供プラン

月 火 水 木 金 土 日

ねたきり老人 訪問 ヘルプ デイ ヘルプ 訓練 ヘルプ ヘルプ

要介護痴呆性老人 ヘルプ デイ デイ ヘルプ ヘルプ 訪問

虚弱老人 ヘルプ 訓練 デタイ

ひとり暮らし老人 ヘルプ

資料:I鉾田町老人保健福祉計画J(1994年).

注(1) ねたきり老人・虚弱老人については状況の悪い場合.

(2) 訪問=訪問看護，デイ=デイサービス，ヘルプエホームヘルプサービス，訓練士

機能訓練，をさす.

計画」の策定義務づけ，④在宅福祉費用の補助額(国2分の l以内・県4分の

l以内).⑤民間活動の重視，が定められた。

鉾田町も，こうしたゴールドプランの策定および老人福祉法の改正をうけ

て. 1994年「鉾田町老人福祉計画J(1994年-1999年)を策定している。すな

わち，①「高齢者基礎調査J(1992年実施)および②保健福祉サービスの現況，

にかんするデータを提示したうえで，ゴールドプランをベースにして，③諸

サービスにかんする具体的実施目標値，④諸サービスの供給体制，⑤保健福祉

の環境整備，⑥高齢者生きがい対策の推進(具体的計画なし).など高齢者福祉

にかんする諸サービス，とりわけ生活援助活動の実施について具体的な計画を

提示している O

この計画のうち，若干の点についてさらにふれることにしたい。すなわち，

サービス対象者について，コーホート法による人口推計によって 1999年にお

ける高齢者人口数(および後期高齢者数)をそれぞれ 19.3%(およびその

40.2%)と算出するとともに，サービスの主たる対象者を在宅要援護老人(ねた

きり老人・痴呆性老人・虚弱老人・ひとり暮らし老人)とし，その人数を町の

将来人口の伸びから推計しているo

そして，そうしたサービス対象人口にたいして，第 16表に示した内容をもっ

サービスの供給を計画している。さらに，こうしたサービスを提供する体制に

ついて，施設およびマンパワーにかんして第 17表の体制の整備が計画されて
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第 17表サ ー ビ ス 供 給 体 制

施設・マンパワーの整備 現在の状況 整備目標

デイサービスセンター ム 整置備期基間準内のに中も学う校l区施は設2設.置既を存検の討特.養施設に 1つ設

ショートステイ用 ム 外町委内外託.の特養で実施.必要量が確保できない場合は管
専用ベッド

在宅介護支援センター × 整備基準の中学校区は 2. 1994年度内に 1施設整備す
る.

特別養護老人ホーム ム 現在 l施設.不足は管外委託.

老人保健施設 ム 現在 l施設.不足は管外委託.

ケアハウス X 広域施設.県と調整し設置.

老人訪問看護 × 今後の設置を協議.
ステーション

保健相談センター O 1986年に設置.

老人福祉センター O I施設(老人福批のキーステーション)

地域福祉センター・
X 現在ニーズはないが，計画年度内に検討する.シルノてーハウジング

ホームヘルノマー O 現在 5名(研修参加を義務つ.ける).

保健婦 ム 14名の確保を図る.

看護婦 × i保老人に努訪め問介る.護ステーション設置にともない 10名の確

栄養士 × 常勤 I名を確保.

作業療法士・理学療法士 A 非常勤 2名を確保ー

歯科衛生士 × 非常勤2名を確保.

在宅職介員護支援センター × センター職び員看として， 保健は介婦護あるいはソーシャルワー
カーおよ 護婦あるい 福祉士を各 1名確保.

資料:I鉾田町老人保健福祉計画J(1994年).

いる。すなわち，高齢者のうち第 16表に分類された在宅養援護高齢者を行政に

よる高齢者福祉(在宅福祉)サービスの対象と位置づけ，生活援助諸サービス

にかんする施設の整備およひーマンパワー(専門家)の整備・確保水準が細かく

示されているのである。

さらに，保健・医療・福祉の連携がうたわれている。すなわち，高齢者の保

健・医療・福祉関係施設の協議機関として，現在，高齢者サービス調整チーム
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(1981年設置)および医師・歯科医師との連絡会議があり，関係機関を代表す

る構成委員によって運営されているが，保健福祉の環境整備としては， iこれら

の組織における情報の共有化や相互の連携・協力を図ることJ，また「住民団体

(ボランティアなど)を構成委員に加えるなどにより，適切な住民サービスのシ

ステム構築を図って行かなければならない」とされている。

( 2) 地域ケアシステム推進事業

茨城県の生活援助活動にかんする施策(要援護老人の福祉の推進)の一つで

ある高齢者地域ケアシステム推進事業(1988年より実施)に関連して， i第3次

鉾田町総合計画Jにおいて「地域福祉推進体制の整備」として鉾田町で推進さ

れているのが， i地域ケアシステム」である。

その具体的な事業は，県の「地域ケアシステム推進の手引きJ(茨城県福祉

部， 1994年。以後， r手引き」と略称)に基本的に準拠しつつも，町の状況を考

慮して展開されている。その「手引き」によれば，地域ケアシステムの目的・

事業内容とは， i高齢者や障害者等が家庭や地域の中で安心して暮らせるよう

にするため，要援護者一人ひとりに保健・福祉・医療の関係者が在宅ケアチー

ムを編成し，地域全体で、総合的かっ確実に各種のサービスを提供できるシステ

ムを構築する」ことを目的として， r県や市町村等が実施する保健・福祉・医療

サービス制度を，対象者に最もふさわしい形で地域で総合化するサービスの組

合せ制度を確立し，ネットワークを図り，提供を行うシステムを中学校区単位

に構築する」というものである。

さらに事業の実施については， i手引き」において， i当面 1市町村ごとに 1

中学校区を単位に重点的に推進する。 2カ所目以降は平成8年度以降実施とす

る」とし，また市町村の実情に応じて，直轄あるいは市町村社協に委託するよ

うに指導されている。

こうした指導にたいして，鉾田町の場合， 2つの中学校があるものの，地域ケ

アシステムを町全体として 1つ設置する一方， 6つの旧村(さらに，そのうちの

1つの旧村は 2分割)を下位単位として位置づけ，それぞれ 1992年より毎年モ
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デル地区として整備していくという，中学校区よりもきめ細かい地理的範域を

基盤としたサブシステムをもっシステムの構築をはかつている。また，そのさ

い，モデル地区の設定は，事業の展開が比較的容易な周辺地域から順次展開さ

れているO

すなわち，鉾田町の場合，後述するように地域住民の参加を要件とする地域

ケアシステムが.I学校区」という広い地理的範域ではなく，旧村を単位とした

ものでなければ成立・機能しえないという判断にもとづいている。それは.I県

の指導では鉾田町の実情に合わず，定着が非常に困難であるJ(社協担当者)た

めであり，言い換えれば，鉾田町では，旧村が，今日においても，一定の社会

的機能や地域意識をもっ一つの「範域」として存続しているからであるといえ

る。

対照的なのは，土浦市における「地域」設定である。都市化の進行する土浦

市の地域ケアシステムモデルは，市内全域におけるねたきり老人および独居老

人を抽出するというかたちで設定され，そのさいの「地域Jとは市全域をさし

ているからである。

事業の実施については，鉾田町の場合，鉾田町社協に委託している。このこ

とに関連して， 1993年の町の予算において，老人福祉センター「ともえ荘」を

大幅改修し，ここに地域ケア活動の拠点となるケアセンターを設置するととも

に，町役場内にあった社協を移している。

さらに，鉾田町における地域ケアシステムの組織についてである。まず「手

引き」の「地域ケアシステムの手順」により組織形成論的にシステム・モデル

を提示すれば，市町村は学校区ごとにケアセンターを設置するとともにコー

ディネーターを選定する。そして，コーディネーターはサービス調整会議を開

催するとともに，個々の対象者ごとにキーパーソンを中心とした在宅ケアチー

ムの結成をはかるというものである。すなわち，このシステム・モデルはハー

ドウェアとしてはケアセンターを基盤としているが，人的資源としての関与者

の位置づけが大きいものである。また，関与者の結ひ手つきを「会議」や卜活動

の共同」といった上下関係の比較的ゆるやかなものとすることで，多くの地域
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ソ

鉾田町における地域ケアシステム第 1図

住民の関与を容易にする開放的な組織をめざしているように思える。

このシス一方，鉾田町の地域ケア・システムは第 1図に示したものである。

シテムが「手引き」のモデルと大きく相違するのは， I行政区の段階」として，

ステムの中にサービス単位として旧村が明示されていることである。

これさらに， I町の段階」において在宅福祉推進委員会が設置されているが，

は「手引き」のサーピス調整会議(コーディネーター・医師・市町村担当者・

保健婦・ホームヘルパー・介護支援センター職員・民生委員・福祉施設職員・

社会福祉協議会事務局職員・訪問看護ステーション看護婦・理学療法士・作業

療法士・ボランティア・身障相談員から構成)にあたる保健・医療・福祉の専

しかし，鉾田町における在宅福祉推進委員会お門家を中心としたものである。

医療とケアをつなぐ働きを本来は担うはずであるもよぴ専門的ケアチームは，

のの，現実には機能していなL、。というのも， I県は医療をいかに巻き込んでい

しかし，社協として医療(医療行為)に関わってくかについて積極的である。

そこからは有料の医療行為となる。医いくのは難しい。医者を呼ぶにしても，

療に関することは，保健所に連絡するように指導を受けているが，現実には連

これ

携はなされていないJ(社協担当者)からである O

「行政区の段階」において「地域ケア推進委員会」が設置されているが，
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第 18表在宅ケアチーム員の役割

市町村福祉担当者 ケースワーク，福祉制度の説明，日常生活用具の給付，緊急通報
システム

市町村保健婦 健康管理指導，生活指導

看護婦 訪問看護，健康状態の把握，医療器具装着指導

医師(主治医) 往診，健康状態の把握・管理，訪問看護の指示

ホームヘノレパfー 介護，家事援助

民生委員 公的機関等のサービス紹介，話し相手，安否訪問

ボランティア 話し相手，身の回りの世話，配食，送迎

隣人・友人 話し相手，買い物，ガイド，家事援助

家族・親族 要介護家族の状況を在宅ケアチーム員に相談

福祉施設 デイサービス，ショートステイ，機能訓練，介護

社会福祉協議会 在宅福祉サービス，地域啓発活動

在宅介護支援センタ 介護相談

訪問リハビリ担当 [リハビリテーション

老人クラブ員 |友愛訪問，話し相手，老人クラブなどへの勧誘

家政婦・有償サービス会員|家事援助，介護

資料:I地域ケアシステム推進の手引きJ.

は「手引き」のシステム・モデルにないものである。このケア推進委員会は，

民生委員・婦人会・区長会・老人クラブ(各地区会長)・交通安全母の会・地

区協力者など非専門家の地域住民から構成され，旧村範囲の対象者をいかにケ

アするかを議論する会合である。さらに，こうした推進委員の中からキーパー

ソンが任命されるが，鉾田町のシステムにおいては，キーパーソンは旧村を単

位とするモテール地区の責任者として非常に大きな役割を担っているといえる。

しかし，行政市町村の下部単位である「旧村」あるいは「集落」は，それが

サービスの単位とされることはあっても，財政的・政策的な決定権をもつもの

として位置づけられていない。そのため，旧村あるいは集落が「地域」として

積極的に期待されるのは，サービス単位における「人」や「活動」の面である

といえるかもしれない。
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さらに，地域ケアの実行部隊である個々のケアチームは，こうしたモデル地

区内の対象者にたいする推進委員の検討により，地域住民のなかから，対象者

ごとのケア担当者の任命により結成される。そして，こうしたケア担当者の第

一の条件は，対象者と同じ地域に居住していることであり，ケア担当者も推進

委員と同様に非専門家により構成されている。こうしたことから， I高齢者地域

ケアシステム推進事業の概要J(鉾田町社会福祉協議会)の記載によれば，その

事業内容は， I友愛訪問(話し相手・遊び相手)・安否確認(電話・訪問)・外出

介助(通院・通所・散歩や買い物・行事参加介助)・日常生活援助(洗濯・炊

事・掃除・留守番・家具の移動)・身辺介助(ねたきり老人や障害者の簡単な

看護・食事介助・入浴介助・リハビリ介助)・緊急時対応(火災，風水害の初動

的援助・緊急時の介護と看護・緊急通報・家族などへの連絡)Jというもので

あるものの，実際には， I伝統的な地域社会にこうしたシステムを定着させるの

は非常に困難を伴います。そのため，初めての試みを長続きさせるため，無理

をせず，長期間継続していくことを最大の目標に，社協としては事業内容を友

愛訪問・安否確認に限定していますJ(社協担当者)というレベルにとどまって

いる。

つぎに，組織とやや重複するが，地域ケア・システムの担い手についてみて

いくことにしたい。まず， I手引き」における「在宅ケアチーム員の役割」を示

したものが第 18表である。この表から明らかなように，行政，保健・医療・福

祉の専門家，社会福祉協議会，福祉施設，民間ボランティア(全域・近隣地区)

の関与が期待されている。いうならば，地域ケア・システムは， こうした担い

手が従来個別に行なっていた諸サービスの効率・内容の向上を目的とするもの

であるといえる。そのため，従来においてサービスが不十分な分野は，ケアシ

ステムにおいても，当然ながら，期待することは困難である。鉾田町の場合，

コーディネーター(事業を推進するための調整者，社協役職者が就任)を中心

として，ケア・チームの担い手として，民生委員，家庭奉仕員，保健婦，医師，

ボランティア(行政区の婦人会，老人クラブ)，近隣住民，福祉関係者が期待さ

れている。しかし，現実には，専門家の関与は皆無である。町の段階において
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も医師の関与はなく，また， 1994年より訪問看護が開始されているものの，地

域ケア・システムとの連携は図られていない状況である。そのため，実際には，

地域の非専門家によってケア・システムが担われている状況である。

以上，鉾田町の主要な行政施策である.I鉾田町老人保健福枇計画(ゴールド

プラン)Jおよび「地域ケアシステム」についてみてきた。まず，国が主導する

ゴールドプランについては，何よりも整備水準計画であるということができ

る。在宅ケアの必要な後期高齢者を行政のプライマリーな対象と位置づけ，そ

の担い手である専門家(・専門施設)の確保目標が市町村ごとに提示されてい

る。しかし，その具体的展開は今後のことであり，また，現状においては，市

町村レベルでは対応困難な整備水準であるため，市町村は受け身的対応にある

段階といえるかもしれなL、。

一方，地域ケアシステムは県が主導の施策である。地域ケアシステムは，

ゴールドプランが高齢者福祉の担い手を専門家(・専門施設)と位置づけてい

るのにたいして，現段階において整備可能なかたちで，地域資源(専門家ばか

りでなく非専門家の人的資源)の活用をめざす施策であるといえる。

さらに，現在推進中の地域ケアシステムについては. (3)で，モデル地区に

おける具体的な地域的展開をみていくことにしたい。

( 3) 諏訪地区における地域ケアシステム

鉾田町では. (2)でみたように. I地域ケアシステム」事業の展開について

地域ケアシステムを lつ設置し 6つの旧村(さらに，その 1つの旧村は 2分

割)をその下位単位として，それぞれ 1992年より毎年モデル地区として整備し

ている。ここでは，こうしたモデル地区の一つ(諏訪地区)を事例として，地

域ケアシステム事業の実情についてみていくことにしたい。

地域ケアシステム事業のモデル地区として最初に整備されたのが，鉾田町北

東部に位置している諏訪地区(世帯数は約 450世帯)である。選定の理由は，

諏訪地区が他の集落にくらべ比較的人口が定着していること，そして，諏訪地
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第 19表諏訪地区ケア推進委員会委員

地 区 名 名別 役職名

靭負・上諏訪 Al 民生員総務

iき安房南・安房北・安房高野 A② 民生委員

柏熊 A3 民生委員・柏熊区長

区
上諏訪 Bl 上諏訪区長・区長会副会長

靭負 B2 靭負区長

長 安房北 B3 安房北区長

安房南 B4 安房南区長
メZミ玉石

安房高野 B5 安房高野区長

C① 諏訪地区会長

婦 靭負 C② 諏訪地区副会長

人 C③ 靭負支部

連 柏熊
C④ 諏訪地区副会長

絡
C⑤ 柏熊支部長

一一一一一圃圃圃圃圃圃晶圃圃圃圃轟轟轟轟轟轟轟 轟 晶 一・ー‘ 一

柏熊原 C⑥ 柏熊原支部長
協

C⑦ 諏訪地区会計

議 上諏訪
C ⑧ 上諏訪支部

メ~ 安房北 C⑨ 安房北支部

安房南 C⑩ 諏訪地区会計

老 上諏訪 Dl 諏訪老人クラブ会長

人
ー・・'・圃圃圃圃圃圃晶一・ーー.‘晶守 .晶晶-_.--------ーーー・.圃晶.晶-._._----ー・

ク 靭負 D2 靭負老人クラプ会長

7 

プ 安房北 D3 安房美里会会長

連iA Z仁L三I 

安房南 D4 安房寿会会長

柏熊 D⑤ 柏熊老人クラブ会長

母 柏熊 E① 父通安全母の会諏訪地区会長

地
安房北 Fl 地区協力者

区 安房南 F② 地区協力者

協
安房高野

F③ 地区協力者

力 F④ 地区協力者
者

柏熊 F5 地区協力者

注(1)名前については，記号で示している.

(2) 母は. I交通安全母の会」をさす.

(3) 丸数字は女性をさす.
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第 20表諏訪地区ケア推進委員会(地区別)

(単位人)

民生委員 区長 婦人会 老人クラプ 母の会 協力者 メELコ言ロ↓l 

上(女諏性訪)-靭負 1 2 5 2 。 。 10 
(0) (0) (5) (0) (0) (0) (5) 

安(女房性北).南.高野 3 2 2 。 4 12 
(1) (0) (2) (0) (0) (3) (5) 

柏(女熊性)
1 1 8 
(0) (0) I (3) (1) (0) (0) (4) 

注(1) 母の会は，交通安全母の会をさす.

(2) 協力者は，地区協力者をさす.

(3) 柏熊では，民生委員が区長を兼職しているが，表ではそれぞれ別に計算している.

区に地域福祉活動の中心的にない手が居住していることによる。

第 1図に示しているように，モデル地区における地域ケアシステムの中心

は，地域ケア推進委員会である。諏訪地区では，推進委員として，第 19表・第

20表に示したように，コーディネーターによって，民生委員・区長会・婦人

会・老人会・交通安全母の会・地区協力者が選出されている。

具体的にみていくと，諏訪 6地区を分担する民生委員 3人が全員含まれてい

る。諏訪地区でのヒアリングによると，組織図には明確に示されていないもの

の，実態的には，それぞれの民生委員を中心lこした 3つの下位グループに区分

される組織形態になっているという。すなわち，諏訪地区の場合，地域ケアシ

ステムの機能的中心(キーパーソン)および地域的範域は民生委員および民生

委員の担当範囲であるということができょう。

また，伝統的地域集団である「区」組織の区長を全員推進委員に任命してい

る(民生委員との兼職の一人を含む)ことから，このケアシステムが複数の区

を選出単位とする民生委員を中心としつつ，伝統的地域集団とつよい結びつき

をもつことでその機能的ノfフォーマンスを高めるとともに，区を中心とした地

域社会への定着を志向しているとみることができょう。区は統一的な地域社会

の単位であるとともに，区を単位とした全戸加入の地域組織の名称でもある

(さらに「区」組織は，諏訪地区の場合，さらに下部単位として班が存在してい
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第21表諏訪地区におけるケア対象者
(単位人)

キーノマーソン 地区名 五品 寝高た齢き者り 痴高呆齢性者 重l旦齢者宵宇 重障害度者 合計

上諏訪 2 。 I 
A1 9 

靭負 。 。 3 。
安房北 2 。 。 。

A② 安房南 4 。 。 3 。 15 

安房高野 2 。
A3 柏熊 2 2 。 。 5 

メ仁言I、 言十 13 3 9 3 29 

注. キーパーソンは第 19表における記号で示している.

る)が，こうした「区」組織との関連により，ケアチームの重要な担い手とな

る婦人会員・老人クラブ員などの関与が促進されているといえるo すなわち，

これらの地域集団は区を単位として構成されるとともに.I区J組織と人的・金

銭的(補助金・助成金)・活動的(諸地域活動の共同)なつながりが深いからで

ある O このうち，婦人会は，鉾田町全体としては，婦人会連合会(婦人会連絡

協議会)を結成し，旧村レベルで地区婦人会(諏訪地区の場合は諏訪地区婦人

会，役職者は会長・副会長・会計)が結成され，さらに区レベルにおいて支部

(上諏訪・靭負安房北・安房南・柏熊。役職は支部長)が結成されている。しか

し，婦人会は全戸加入ではなく希望者加入であり，他地区では婦人会が消滅し

ているところもあるO その主な活動は，支部単位でも日赤・共同募金の集金活

動，年 1回の講演会・踊りの練習などの大会(勉強会)の開催である。なお，

諏訪地区がいち早く地域ケアシステム推進事業のモデル地区になったのは，地

域福祉活動の担い手である婦人会が，鉾田町のなかでもとりわけしっかりして

いることが一因とのことである。しかし，他のモデル地区で，婦人会の消滅し

ているところでは，交通安全母の会(全戸加入，ボランティア活動は行なって

いない)や農協婦人部を基盤にしている。

このように，地域ケアシステムにおいては，女性にたいする役割期待は非常
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に高いものがあり，他の地域活動の遂行とは異なる様相を呈している。これは，

高齢者ケアが伝統的に女性の役割と認識されていることと大いに関係している

といえよう。「地域ケアには弁当づくりなどの女性の細やかさが必要J(キー

ノfーソン)が具体的説明であったが，このことは，第6表でみたように，実際

に個々の家庭における高齢者ケアの担い手が女性であるという実情も影響して

いるといえよう。

つぎに諏訪地区におけるケアチームの結成についてみていくことにしたい。

第 21表に示しているように，諏訪地区では独居高齢者・高齢者世帯・ねたき

り高齢者などのケア対象者が 29人(世帯)存在している。こうした対象者にた

いするケアチームは，各民生委員を中心にした地区担当の推進委員が個々の対

象者ごとに状況を考慮し，通常，近隣の住民にケアチーム員を依頼することで

結成されている。上諏訪・靭負地区の場合，高齢者ケアという性格から婦人会

員を中心的な担い手としてケアチームが結成されている。老人クラブ員は「高

齢者が高齢者を世話をするJ(キーパーソン)という形態となるので，あまり依

頼していないという。また，地域ケアシステムが地域社会にまだ十分に認識さ

れていないため，推進委員自身もケアチームになるべく参加しているという。

では，上諏訪・靭負地区の個々のケア対象者ごとに，その状況およびケア

チーム，ケア内容について，具体的に紹介することにしたい(第22表)。ケア

対象者が第 21表の数字よりも一人多いのは. 1993年末に死去した対象者を含

めているためである。また，ケアチーム結成後に，施設ケアに移行した人もこ

の表に含めている。まず，独居高齢者であるが，いずれも後期高齢者というこ

ともあり.3人中 2人が病気をかかえている(その後，一人は特別養護老人ホー

ムに入所)にもかかわらず，親族のサポートは十分な水準とはいえない状況に

ある。ねたきり高齢者も 2人(一人は，その後死去)とも後期高齢者である。

家族のサポートとしては.I嫁」や孫娘が介護している。つぎに，高齢者夫婦世

帯は 4世帯ある。そのうち 3世帯が 65歳以上 75歳未満の前期高齢者夫婦世帯

であり.1世帯が後期高齢者夫婦世帯である。また.3世帯がなんらかの形で健

康に不安を抱えている。親族のサポートにかんしては.1世帯は子供がなL、。し
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かし，子供が他出している 3世帯も，サポートは十分とはいえない状況にある。

最後に，重度障害高齢者は，前期高齢者の 1人で，現在，家族(長男)の介護

をうけている。

こうした地域の高齢者にたいして，第 23表のように，上諏訪・靭負地区では

ケアチームを結成している。ケアチームは 3人 l組で 1チームを結成している

ため， 10ケースの総人数は 30人必要となるが，そのうち民生委員が4ケース，

上諏訪区長が 6ケース，靭負区長が 2人ケース，婦人会 (5人)が 10ケース(う

ちケア推進委員が4ケース，非推進委員が 6ケース)，老人クラブ会長が 1ケー

ス，前靭負区長が 1ケース，を担当している。ケアチーム員はケア対象者の近

隣住民から選出することになっているが，実際には，近隣の地域ケア推進委員

および特定の婦人会員によってケアチームが結成されているといえる。これ

は，現在がケアシステムの定着をはかる時期という特殊な事情によるだろう。

しかし，特定の住民に過剰な負担がかかることになるこうした状況は，家族ケ

アにおいて，特定の家族成員(，嫁J)に介護負担がかかる状況と同様であり，

定着期の後の段階では再検討が必要となるだろう。また，ほとんどのケアチー

ムに居住地区の区長が参加していること(前区長を含めると 9チーム)，さらに

他の担い手も「区」組織と関連の強い婦人会員・老人クラプ員であることから，

このシステムが「区」組織に大きく依拠し定着・展開がはかられている様子が

はっきりとうかカまえる。

つぎに，ケアサービスの内容については，ケア対象者のかなりが後期高齢者

や病気をかかえている前期高齢者という状況にたいして，担い手が保健・医

療・福祉の非専門家ということもあり，ほとんど安否訪問(内容的には生活充

実活動に近い)に限定されている状況である。こうした点は，すでにみたよう

に，県レベルの計画(，手引きJ) と地域の実情の恭離を示す点であり nさん

の施設入所をケアの困難さの象徴的な例としてとらえることができるかもしれ

なL、。

そして，今後の高齢者(とりわけ後期高齢者)の増加という状況を考えると，

近隣住民を中心にした非専門家による生活充実的ケアとともに， このシステム
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第 22表上諏訪・靭負地区のケアチーム
独居老人 (3人)

Iさん 176歳.女性 |ケアチーム |婦人会員①・婦人会員②・ B1

独居にいたる経緯 長男が仕事の関係で県内の他町村に住居を構える(10年以上独居).

別職 もともとは兼業で農業に従事.

健康状態 元気.自転車で老人福祉センターに出向いている.

親族サポート 2人の娘の一人が町内の他地区に居住しており，時々見に来ている.

ケア内容 安否訪問・買い物介助(自転車で日用品を購入し届ける).

Eさん I 84歳，女性 |ケアチーム |婦人会員①・婦人会員②・ B1

独居にいたる経緯 差も供あはが亡くなり 望孫ってで(今く20年る歳程旭営村のにい特な男養っ性施て)設いがる(面.縦倒瑞のを息木見荘でて病)い院にた入に しか入し，院現歴
他り，出本し人時の々戻希 通所.院・

健康状況 ぜんそく

親族サポート 孫が時々来ていた.

ケア内容 あまり活動はしなかった.何回かは買い物，掃除は必要ないと断られた.

Eさん I 75歳，男性 |ケアチーム |婦人会員①・婦人会員②・ B1

地っきがのた長人う男つで病の，面の日!長雇lを男い見に(て4従8い事歳た，し.ていた.急昨死年す障る害.者長だ男っがた亡配く偶な者るがま死で亡， 独居にいたる経緯 し，ま 独身)も
Eさん

健康状況 ポケに近い状態.

親族のサポート 土浦市に他出した娘さんが週に l回は見に来ている.

ケア内容 安否訪問

寝たきり老人 (2人)

Wさん 184歳男性 |ケアチーム |婦人会員①・婦人会員②・ B1

家族状況 |開予を早くなくすが，長男夫婦 (58歳，日歳)・孫(女性・婿取り)と

健康状況

脳梗塞で倒れて以来，寝たきり.以前，縦の木荘(旭村の特養施設)に入
所していたがうまく馴染むことができなかった.現 は民間老人保健施設
U春の場所J) のデイケアに行っている. ここでは友達ができ， 自分から
希望し，月に 3回(一回=5日-1週間)長男の配偶者・孫の送迎で通っ
ている (1春の場所」は相熊地区にあるが，地区でここに通っているのは
IVさんだけで，他の人は行っていない).

家族のサポート 1①長男の配偶者，②孫娘

ケア内容
訪問をして，家人に状況を訪ねている.また，民生委員が状況を尋ねなが
ら，おむつを毎月 1個配布している.

Vさん 1 1鵬年末 77歳で死亡男性|ケアチーム |前区長①・ C①・ A1

家族状況 |長男夫婦と同居

健康状況 (脳梗塞の病歴.病院に入院中に死亡 即 0年に寝たきりとなる.

家族のサポート |家で介護できなくなり入院にいたる.家では長男の配偶者が面倒を見ていた.

ケア内容 |安否訪問
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高齢者世帯 (4人)

羽夫妻 !夫 68歳，妻70歳 |ケアチーム I B2・c③・ Al

現状に至った経緯 夫は活出もとはトラック運転と手に，な子供なし.姪夫が仕養事女中に大怪我をしたことか
ら生保護行方をま郡内けるこ った.妻の を にしたが，中学を出ると
家をて で別居.

親族のサポート 夏休みなどにたまに孫を連れてくる.

ケア内容 安否訪問

W夫妻 |夫 73歳，妻 69歳 |ケアチーム I D2・C②・ Al

現状に至った経緯 秋入田出居身地で， 元.来学現的校在・役内場戦ずの用務員. 用務員退職子後供， 諏訪方地男性区に家を購出
して住がする は をしている.二人の (両 )は他

している，将 にはいれかが同居する予定.

親族のサポート なし

ケア内容 安否訪問

咽夫妻 |夫 69歳，妻 68歳 ケアチーム Ic①・ B2・Al

現状に至った経緯 子供がいない. 農を業持従事ののち， 地自動代車学生校活の指導員とな常り退職. 地物つき
でfrかなり土地 っているので で している.日の買いは夫
がなう.

健康状況 妻は足・腰が悪く，接骨院に通院中

親族のサポート 夫の姪が時々来ている

ケア内容 安否訪問

政夫妻 i夫 82歳，妻 79歳 |ケアチーム |婦人会員①・婦人会員②・ Bl

現状に至った経緯 子前グ供はあったが， 長会).社男は大.学奥入学で上京味線以来他出. 長女の所在は不明. 以
は近くの工場里の 員 さんは三 を習っている(ボランティア・
ループの間会

健康状況 現在元気で，奥さんが定期検診を受けているのみ.

親族のサポート 不明

ケア内容 安否訪問

重度障害高齢者(1人)

Xさん 165歳，女性 |ケアチーム |婦人会員①・婦人会員②・ 81

家族状況 |夫と長男(ともに勤めに出ている)

健康状況 |進行性筋萎縮症のため，昭和 43年から下半身の麻療が続く(身障2級).
当初，病院入院していたが，自宅ケアを希望し，在宅に変更.現在，通院
はしていない.

親族のサポート |近くに本人の兄弟の家があり介護をしていたが長続きせず.現在，長男
(昭和 27年生まれ，自動車修理工)が介護している.

ケア内容 |おむつの交換は本人が嫌がるため，安否訪問(話し相手)のみ.また，民
生委員が紙おむつを配布し安否確認している.ホームヘルパーは，本人が
強く希望しないので月に l回訪問している. r緊急通報システム」を民生
委員が町に申請して設置ー
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第 23表 諏訪地区のケアチーム員・ケア内容

L単 位 人 )

ケアチーム員

民生(A委)員 区(B)長 婦I人(C会) 
婦人会 老人クラブ ケア内容

E D) 
その他

I ①②  安否訪問・買い物

E ①②  あまり活動せず

E 1 ①②  安否訪問

W ①②  安否訪問

V l ① 前区長 安否訪問

VI 2 ③ 安否訪問

W ② 2 安否訪問

咽 1 2 ① 安否訪問

政 ①②  安否訪問

X l ①②  安否訪問

のいずれかのレベルにおいて保健・医療・福祉の専門家を加えていくことが大

きな課題になるだろう。

以上，地域ケアシステムについて，具体的に諏訪地区についてみてきた。モ

デル地区においては，民生委員の担当地域がさらに下位区分され，それぞれの

単位が独立的にケアを展開していること，そして，そうした下位単位で・は，地

域ケアシステムが伝統的地域集団である「区」組織への依存により定着がはか

られていること，また，こうした「区」組織との関係を基盤とすることで，ケ

アの実効的担い手(女性)を「区」組織との関連の強い婦人会・交通安全母の

会からえることができていることが確認された。

しかし，実際に展開されているケアの内容は生活充実活動に限定され，さら

なる高齢化の進行とともに，今後さらに必要性が増す生活援助活動については

対応できないでいるという点に機能的問題牲をはらんでいる。こうした点につ

いて，現実的には，高齢者保健福祉推進十か年計画も提唱しているように，保

健・医療・福祉の専門家をL、かにして高齢者保健福祉活動に巻き込んでいくか
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が大きな課題となるであろう o

おわりに

本稿では，一般的な農業地域として平均的福祉水準にあるといえる茨城県鹿

島郡鉾田町を事例にして，高齢者ケアの実態を把握するために設定した分析項

目の解明をめざした。

その結果，在宅ケアを志向する高齢者の生活ニーズの充足状況の把握という

第 1の課題にかんして，高齢者の健康や生活状況によりニーズの充足状況に差

があるものの，全体的に高齢者の生活ニーズの充足度は低い状況にあることが

明らかになった。

一般に，農業地域の場合，家族が高齢者をケアすべきだという規範が強く，

生活サービスにたいするニーズは潜在しやすい。しかし，生活ニーズと制度の

完備水準を比較した数値を生活ニーズの充足度とすることで，農業地域におい

ても，相対的に不十分な状況を明らかにすることができたように思える。

ついで，高齢者の在宅生活ニーズにたいする対応主体の解明という第 2の課

題にかんしては，鉾田町の場合，行政が中心的解決主体であるといえる。すな

わち，行政は.r公」としての高齢者ケア・サービスを，独自にあるいは社協へ

の委託をとおして担うばかりでなく.r共Jとしての社会福祉協議会および「民

間」の有料サーピスやボランティア・サーピスにたいする財源的基盤として，

また，社協をとおした民間ボランティア・サービスとの連係などによっても，

ケア・サービスの中心に位置している。

しかし，伝統的な地域社会においては，高齢者ケアは「家」が担い，親族と

重なることの多い近隣が補完するものだという規範が一般的であるので，行政

の関与する，あるいは行政に求める問題であるという認識は一般的に希薄であ

るように思える。こうした事情のために，高齢者の生活ニーズに対応する農業

地域における行政は，鉾田町の事例から，地域問題として「自覚的」というよ

りも，国レベル・県レベルで策定された施策を上意下達的に実施するという受



調査・資料 住民の高齢化にともなう地域ケアの展開 149 

動的な存在であるという側面も明らかになった。

また，サービスの担い手については，鉾田町においては，生活充実サービス

にかんしては社協や民間サービスなど多くの担い手が存在するものの，地域に

おける生活援助サービスにかんしては，担い手・施設が大幅に不足していると

いう状況が明らかになった。そして，こうした今後いっそう必要とされる生活

援助サービスの担い手をL、かに確保していくかは，農業地域全般にとって重要

な問題となっているといえるだろう。

最後に. I地域ケアシステム事業」の実態把握という第 3の課題にかんして

は，鉾田町では，地域ケアシステムの推進が，旧村や区といった伝統的地域社

会を基盤とすることで，システムの定着・展開がはかられていることが明らか

になった。

このように，農業地域の場合，伝統的地域集団は，地域ケアシステムを構築

する基礎単位として重要な役割をはたしている。その一方，行政町村の単位に

おいても希少である保健・医療・福祉の専門家を旧村や集落レベルでいかに確

保し関与させていくかが，このシステムを本当に機能させるために解決しなけ

ればならない問題となっている。

鉾田町が平均的な農業地域であることから，こうした鉾田町の状況は，多く

の農業地域における高齢者ケアの実情と一致するように思える。そうした意味

において，鉾田町の事例から得られた知見は，農業地域の高齢者ケアを考える

上で有用なものであるといえるだろう。

注(1) 福武直・一番ヶ瀬康子編「都市と農村の福祉j(中央法規出版.1988年)， 82-95ベー

ジ。

(2) 三浦文夫編『社会福祉の現代的課題一一地域・高齢化・福祉一一.Jl(サイエンス社)，

47ページ。

(3) 依田発夫他編『在宅ケアの活きるまちjJ(自治体研究社， 1991年)， 142-143ページ。

(4) 関寛之編『地績のなかの在宅ケア一一茨城県土浦市「地域医療カンファランス」の実

践から 増補版J(医歯薬出版. 1994年)， 310ページ

(5) 奥田道大「都市型社会のコミュニティ.1(勤草書房， 1993年)， 182ベージ。

(6) 日本医療企画 WIBA編纂室編『保健・医療・福祉の総合年鑑 WIBA'93jJ(日本医療企
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